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１．⽇本百貨店協会の概要

■ ⽇本百貨店協会の概要
設 ⽴：1948年（昭和23年）3⽉16⽇
⽬ 的：百貨店業の健全な発展を図り、もって国⺠⽣活の向上と国⺠経済の発展に

寄与することを⽬的とする。

■ 主な事業
百貨店業（⾐⾷住にわたる多種類の商品・サービスを取り扱う⼤規模⼩売店舗）

■ 会員数
81社219店舗（2016年10⽉1⽇現在）

[参考] 業界規模 （2015年12⽉末現在）

＊業界全体の規模は、経済産業省「商業販売統計」による百貨店。
＊「商業販売統計」による百貨店売上⾼に対する当協会加盟百貨店の
売上⾼の割合は90.5％

業界全体の規模 ⽇本百貨店協会の規模

企業数 246事業所 82社237店舗

売上⾼（年間） 68,258億円 61,743億円
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⽇本橋髙島屋：1933年（昭和8年）、全館冷暖房装置を備えた店舗を構える。
当時の宣伝コピー、「東京で暑いところ、⾼島屋を出たところ」は⼀世を⾵靡した。

三越⽇本橋本店：1914年（⼤正３年）、三越⽇本橋本店(本館)完成

1927年（昭和2年）増築時に建築の
「三越劇場」2層吹抜け

1935年（昭和10年）増築時に建築の
「中央ホール」5層吹抜の⼤空間

創建時のカゴを改修しながら現在も使⽤ ⼤理⽯貼りの壁にはアンモナイトの化⽯

■重要⽂化財に指定される百貨店

１．⽇本百貨店協会の概要 〜会員百貨店 ⼀部紹介〜
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１．⽇本百貨店協会の概要 〜会員百貨店 ⼀部紹介〜

近鉄百貨店 あべのハルカス近鉄本店
⾼さ300ｍのビル内に、駅・百貨店・オフィス・ホテル・美術館・展望台。
地下2階から14階までが百貨店

⾃然エネルギーをビル全体に活⽤できる先進技術が取り⼊れられている。
（太陽光発電・バイオガス発⽣・落⽔発電・⾵⼒発電）

阪急百貨店 本店「祝祭広場」
店内9〜12階、4層吹き抜けの⼤型広場
2005年から、分割施⼯により建替えを⾏い2012年11⽉ｸﾞﾗﾝﾄﾞｵｰﾌﾟﾝ
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■ 全国百貨店の売上⾼・売場⾯積の推移

※店舗は、物理的に独⽴した店舗、店舗⾯積が1,500㎡以上のものを１店とする。
※店舗⾯積：⼤規模⼩売店舗⽴地法（旧⼤規模⼩売店舗法）による店舗床⾯積に⾷堂・喫茶・サービス部⾨を合計したもの。
※出典：⽇本百貨店協会「2015年 統計年報」調査対象百貨店 平成２７年１２⽉末現在８２社２３７店）

暦 年 店舗数 売上⾼（億円） 指数 店舗⾯積（万㎡） 指数
1990（平2） 260 93,302 100 493.8 100
1997（平9） 294 91,876 98 629.5 127
1998（平10） 303 91,774 98 683.8 138
1999（平11） 311 89,936 93 706.5 143
2000（平12） 308 88,200 96 710.7 144
2001（平13） 298 85,725 92 692.0 140
2002（平14） 292 83,447 89 689.8 140
2003（平15） 288 81,117 87 687.7 139
2004（平16） 285 78,788 84 687.8 139
2005（平17） 281 78,414 84 689.0 140
2006（平18） 277 77,700 83 683.0 138
2007（平19） 278 77,052 83 679.6 138
2008（平20） 280 73,813 79 680.7 138
2009（平21） 271 65,841 71 669.5 138
2010（平22） 261 62,921 67 652.3 132
2011（平23） 254 61,526 66 641.6 130
2012（平24） 249 61,453 66 631.6 128
2013（平25） 242 62,171 66 625.1 126
2014（平26） 240 62,125 66 616.8 125
2015（平27） 237 61,743 66 605.4 123

１．⽇本百貨店協会の概要 〜売上⾼・売場⾯積〜
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■百貨店のエネルギー種別割合の例：電⼒81％、ガス13％、地域冷暖房6％、重油0.1％

＊百貨店では、商品ディスプレイ⽤の照明を多く使⽤する。
業界では、2008年よりハロゲン・⽩熱灯からＬＥＤ照明への積極的な切り替えを⾏っている。
電球からの熱負荷が軽減し、空調負荷が低減。電気使⽤量及びＣＯ２を⼤きく削減。

＊百貨店は、年間を通じ通年冷房。
ＬＥＤ電球への切り替えにより、創業以来初めて暖房を使⽤した店もある。

＊夏・冬は空調温度緩和を実施して、ご家庭の節電も呼びかけている。

空調
40%

給湯・調理
3%

照明・コンセント
40%

動力
10%

冷凍・冷蔵
5%

その他
2%

百貨店の⽤途別エネルギー消費割合の例

出典：⽇本百貨店協会
2008年
ｴﾈﾙｷﾞｰ使⽤量実態調査

2． 百貨店の⽤途別エネルギー消費割合の例
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出典：環境省あかり未来計画パネル <2012年作成>

2008年より、エネルギー負荷と空調負荷の低減となる店舗づくりや運営⽅法の⾒直しを図るため、エネルギー消費の4割を
占める照明・コンセントの改善策として、積極的にLED照明等へ切換を促進。

3．省エネルギー対策 〜ＬＥＤ照明の積極的な導⼊例〜
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4. ⾃主⾏動計画から低炭素社会計画へ
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エネルギー消費量・原単位の推移

エネルギー消費量[万kl] エネルギー消費量見通し

エネルギー原単位[万kl/10＾10㎡・時間] エネルギー原単位見通し

自主行動計画 低炭素社会実行計画

店舗におけるエネルギー消費の原単位（延床⾯積・営業時間当たりのエネルギー消費量）を、
⽬標年（2020年）において、基準年度（1990年度）⽐20％の減とする。
ただし、2030年度の削減⽬標を38％減とする。

※エネルギー消費原単位（ｋwｈ／㎡・ｈ）＝エネルギー消費量÷（延床⾯積×営業時間）

会員各社の省エネ努⼒により原単位は1990年⽐で36％減

■百貨店業界の「低炭素社会実⾏計画」における⽬標

⽇本百貨店協会「百貨店店舗のエネルギー使⽤量実態調査」（2016年7⽉調査）
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５.省エネ法におけるベンチマーク制度導⼊に向けて

平成28年1⽉ 環境・社会貢献委員会企画ワーキング（第1回）

平成28年4⽉ 環境・社会貢献委員会企画ワーキング（第2回）

平成28年5⽉ 中部百貨店協会 環境問題対策会議
中国・四国百貨店協会 環境問題対策会議

平成28年6⽉ 環境・社会貢献委員会企画ワーキング（第3回）

平成28年7⽉
環境・社会貢献委員会
九州百貨店協会 環境問題対策会議
近畿百貨店協会 環境問題対策会議

平成28年7〜8⽉ 百貨店店舗におけるエネルギー使⽤量実態調査（アンケート）

平成28年10⽉ 環境・社会貢献委員会企画ワーキング（第4回）

平成28年11⽉ 環境・社会貢献委員会企画ワーキング（第5回）
環境・社会貢献委員会

（１）検討の経緯 〜環境・社会貢献委員会等で検討を重ねた〜
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案１：延床⾯積×営業時間あたりのエネルギー消費原単位（kl/㎡・h）

	ベンチマーク指標 案１ ൌ
百貨店業の年間エネルギー消費量 ݈݇

∑ 百貨店の延床面積 ݉ଶ ൈ年間営業時間 ݄

案２：延床⾯積×営業時間×売上⾼あたりのエネルギー消費原単位（kl/㎡・ｈ・円）

ベンチマーク指標 案２ ൌ
百貨店業の年間エネルギー消費量 ݈݇

∑ 百貨店の延床面積 ݉ଶ ൈ年間営業時間 ݄ ൈ売上高ሺ円ሻ

案３：規模・稼働・その他の要因を踏まえた重回帰式によるベンチマーク指標

ベンチマーク指標 案３ ൌ
年間エネルギー消費量の実績値 ݈݇

重回帰式から算出した

年間エネルギー消費量の予測値※ሺ݈݇ሻ

（２）検討したベンチマーク指標案

５.省エネ法におけるベンチマーク制度導⼊に向けて
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案1：延床⾯積×営業時間
あたりの原単位

案2：延床⾯積×営業時間
×売上⾼あたりの原単位

案3：重回帰式による
ベンチマーク指標

利点

• 計算⽅法が簡易
• 省エネ法定期報告でも原単

位に設定している事業者が
多く、親和性⾼い

• 低炭素実⾏計画との整合性
がある

• 来店⼈数の代替指標として
売上⾼を加味できるため、
都市部店舗やターミナル型
等の評価が良くなる

• 規模要因、稼働要因、その
他の要素を、それぞれ定量
的に反映できる

• 統計的に妥当な⼿法
• 現在ベンチマーク導⼊が検

討されている他業種（ホテ
ル等）とも同様の⼿法

課題
• 来店⼈数（稼働要因）が考

慮できないため、都市部店
舗の評価が悪くなる

• 売上⾼が原単位に⽀配的に
影響するため、上位を⼤⼿
事業者が占有してしまう

• 売上⾼の変動が指標に反映
される

• 重回帰モデルの各係数や、
採⽤する指標は最終案に向
けて精査が必要

（３）各ベンチマーク指標案の利点と課題

５.省エネ法におけるベンチマーク制度導⼊に向けて
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（4）百貨店のベンチマーク制度（案）

①対象事業
• ⽇本標準産業分類（5611）と商業統計より分類される百貨店事業

②⽬標⽔準
• 上位1〜2割の⽔準（原則として上位15％）

③ベンチマーク指標案：重回帰式

百貨店の
ベンチマーク指標 = エネルギー消費量の実績値（݈݇）

重回帰式から算出した

エネルギー消費量の予測値（݈݇）

エネルギー消費量の予測値＝a× ＋b× ＋c×規模要因
（床⾯積等）

稼働要因
（売上⾼等）

その他の要因
（都市、地域等）

予測値は、統計解析⼿法に基づき下記の式から算出

※上記式のa, b, cは、各要素が予測値に与える影響の⼤きさを表す係数

５.省エネ法におけるベンチマーク制度導⼊に向けて
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説明変数候補 エネルギー消費量
との相関係数※

規模要因

延床⾯積 0.93
売場⾯積 0.90
共⽤部等の⾯積 0.82
⾷堂喫茶の⾯積 0.46
⾷料品売場の⾯積 0.41
屋内駐⾞場の⾯積 0.35
ホテル・劇場等の⾯積 0.17

稼働要因
売上⾼ 0.85
年間営業時間 0.37
従業員数 0.29

その他

10都市/地⽅ 0.47
冷房期間 0.32
冷房度⽇（CDD18-18） 0.17
暖房度⽇（HDD14-14） -0.22
建築時期 or 増改築年 -0.18

※相関係数の絶対値が
⼤きいほどエネルギー消費
量との関係が強い

※変数には
延床⾯積と売上⾼
とする

５.省エネ法におけるベンチマーク制度導⼊に向けて
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13

６．重回帰式によるベンチマーク指標（暫定案）

エネルギー消費量の予測値(kl)＝0.0545× ＋0.0243×延床⾯積
（㎡）

売上⾼
（百万円）

■エネルギー消費量の予測式（暫定案）

■重回帰分析の結果例

■各店舗のベンチマーク指標

百貨店の
ベンチマーク指標 = エネルギー消費量の実績値（݈݇）

重回帰式から算出した

エネルギー消費量の予測値（݈݇）

※重回帰分析（変数増減法）の結果、最終的に選定された説明変数のみを表⽰している

目的変数 有効件数
自由度調整済

み決定係数
変　数

偏回帰

係数
標準誤差

標準偏回帰

係数
t　値 P　値

有意差

判定*
寄与度

延床面積 0.0545 0.0021 0.7414 27 0.0000 ** 73%
売上高 0.0243 0.0025 0.2722 10 0.0000 ** 27%

（注） **: p<0.01, *: p<0.05

エネルギー消

費量（kl）
143 0.9712



（参考資料）対象事業案
＜百貨店業＞
 ⽇本標準産業分類の「5611：百貨店・総合スーパー」に該当し、かつ、商業統計に⽤

いる「業態分類表」に従い、セルフ⽅式を不採⽤の業態を百貨店と分類する。

■⽇本標準産業分類

■業態分類表
出典：e‐Stat （http://www.e‐stat.go.jp/SG1/htoukeib/Detail.do?bunCode=5611）

出典：平成26年商業統計調査 業態分類表
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